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■ 付託議案 

 【予算案】 

    第１４２号議案 令和７年度島根県一般会計補正予算（第６号）〔関係分〕 … P1～P2    

     第１６６号議案 令和７年度島根県一般会計補正予算（第７号）〔関係分〕 … P3～P7 

                                                                                  

■ 報告事項 

① 2025年農林業センサス結果の概要（概数値）について         … P8～P13 

② 令和７年産「神紅」の生産・販売状況について             … P14 

③ 畜産農家臨時経営支援事業の期間延長について            … P15 

④ ツキノワグマ対策について                     … P16～P17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年１２月１２日・１５日 

農 林 水 産 部 





１　目的別歳出予算（一般会計） （単位：千円、％）

補正前の額 補正額 計 比較（％）
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） (Ｃ)/(Ａ)

款６．農林水産業費 45,781,767 3,431 45,785,198 100.0

款１１．災害復旧費 2,992,295 0 2,992,295 100.0

48,774,062 3,431 48,777,493 100.0

２　課別歳出予算（一般会計） （単位：千円、％）

補正前の額 補正額 計 比較（％）
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） (Ｃ)/(Ａ)

農 林 水 産 総 務 課 782,352 0 782,352 100.0

農 山 漁 村 振 興 課 4,593,988 0 4,593,988 100.0

農 業 経 営 課 7,415,738 0 7,415,738 100.0

産 地 支 援 課 1,477,098 3,060 1,480,158 100.2

畜 産 課 2,418,610 0 2,418,610 100.0

しまねブランド推進課
（ 農 林 水 産 業 費 ）

342,380 0 342,380 100.0

農 村 整 備 課 5,016,962 0 5,016,962 100.0

農 地 整 備 課 8,220,294 0 8,220,294 100.0

（ 小 計 ） 30,267,422 3,060 30,270,482 100.0

林 業 課 4,490,198 0 4,490,198 100.0

森 林 整 備 課 6,598,391 0 6,598,391 100.0

（ 小 計 ） 11,088,589 0 11,088,589 100.0

水 産 課 4,285,809 371 4,286,180 100.0

沿 岸 漁 業 振 興 課 3,132,242 0 3,132,242 100.0

（ 小 計 ） 7,418,051 371 7,418,422 100.0

48,774,062 3,431 48,777,493 100.0

３　特別会計 （単位：千円、％）

補正前の額 補正額 計 比較（％）
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） (Ｃ)/(Ａ)

361,709 0 361,709 100.0

17,235 0 17,235 100.0

378,944 0 378,944 100.0

第142号議案　令和７年度島根県一般会計補正予算（第６号）〔関係分〕

部　合  計

農 林 漁 業 改 善 資 金

中 海 水 中 貯 木 場

農林水産部　令和７年度１１月補正予算（11/25提案分）の概要

項目

項目

項目

部　合  計

農
　
　
　
業

林
　
業

水
　
産
　
業

部　合　計
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（１）　産地支援課 （単位：千円）

補正前
の額

補正額 計 備　　　　　考

1,477,098 3,060 1,480,158 ［財源］ 県 3,060

1 花ふれあい公園事業費 99,219 3,060 102,279
使用料の額の改定に伴う料金掲
示物の更新費等の増

（２）　水産課 （単位：千円）

補正前の
額

補正額 計 備　　　　　考

4,285,809 371 4,286,180 ［財源］ 県 371

1 宍道湖自然館管理運営費 150,427 371 150,798
使用料の額の改定に伴う料金掲
示物の更新費等の増

 〇債務負担行為　　※議案その三　Ｐ15

　　（追加分）　防災ダム管理・保守費

事　　　業　　　名

総　　　　　　計

事　　　業　　　名

総　　　　　　計

令和７年度１１月補正予算(11/25提案分） 農林水産部 課別一覧表

-2-



１　目的別歳出予算（一般会計） （単位：千円、％）

補正前の額 補正額 計 比較（％）
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） (Ｃ)/(Ａ)

款６．農林水産業費 45,785,198 6,507,412 52,292,610 114.2

款１１．災害復旧費 2,992,295 0 2,992,295 100.0

48,777,493 6,507,412 55,284,905 113.3

２　課別歳出予算（一般会計） （単位：千円、％）

補正前の額 補正額 計 比較（％）
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） (Ｃ)/(Ａ)

農 林 水 産 総 務 課 782,352 0 782,352 100.0

農 山 漁 村 振 興 課 4,593,988 0 4,593,988 100.0

農 業 経 営 課 7,415,738 0 7,415,738 100.0

産 地 支 援 課 1,480,158 0 1,480,158 100.0

畜 産 課 2,418,610 0 2,418,610 100.0

しまねブランド推進課
（ 農 林 水 産 業 費 ）

342,380 0 342,380 100.0

農 村 整 備 課 5,016,962 2,529,100 7,546,062 150.4

農 地 整 備 課 8,220,294 714,000 8,934,294 108.7

（ 小 計 ） 30,270,482 3,243,100 33,513,582 110.7

林 業 課 4,490,198 0 4,490,198 100.0

森 林 整 備 課 6,598,391 1,727,100 8,325,491 126.2

（ 小 計 ） 11,088,589 1,727,100 12,815,689 115.6

水 産 課 4,286,180 1,537,200 5,823,380 135.9

沿 岸 漁 業 振 興 課 3,132,242 12 3,132,254 100.0

（ 小 計 ） 7,418,422 1,537,212 8,955,634 120.7

48,777,493 6,507,412 55,284,905 113.3

３　特別会計 （単位：千円、％）

補正前の額 補正額 計 比較（％）
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） (Ｃ)/(Ａ)

361,709 0 361,709 100.0

17,235 0 17,235 100.0

378,944 0 378,944 100.0

第166号議案　令和７年度島根県一般会計補正予算（第７号）〔関係分〕

部　合  計

農 林 漁 業 改 善 資 金

中 海 水 中 貯 木 場

農林水産部　令和７年度１１月補正予算（12/10提案分）の概要

項目

項目

項目

部　合  計

農
　
　
　
業

林
　
業

水
　
産
　
業

部　合　計
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（１）　農村整備課 （単位：千円）

補正前
の額

補正額 計 備　　　　　考

5,016,962 2,529,100 7,546,062
［財源］ 国 1,403,050
分・負 312,800　県債 811,200
県 2,050

1 経営体育成基盤整備事業費 1,992,151 2,018,100 4,010,251 ほ場整備　11地区

2 基幹農道整備事業費 108,200 147,000 255,200 農道整備　３地区

3 一般農道整備事業費 212,400 168,000 380,400 農道整備　２地区

4 農道保全対策事業費 360,800 189,000 549,800 農道施設の保全対策　２地区

5 団体営農道保全対策事業費 18,250 7,000 25,250 農道施設の保全対策　１地区

（２）　農地整備課 （単位：千円）

補正前
の額

補正額 計 備　　　　　考

8,220,294 714,000 8,934,294
［財源］ 国 372,500
分・負 58,200　県債 283,300

1 地すべり対策事業費 308,517 168,000 476,517 農地地すべり対策　２地区

2 県営ため池等整備事業費 1,347,690 388,500 1,736,190 ため池整備　８地区

3 県営用排水施設等整備事業費 64,500 157,500 222,000 排水施設整備　１地区

（３）　森林整備課 （単位：千円）

補正前
の額

補正額 計 備　　　　　考

6,598,391 1,727,100 8,325,491
［財源］ 国 862,695
分・負 8,650　県債 811,600
県 44,155

1 造林事業費 473,740 118,085 591,825
植林、保育等の森林整備支援
12事業体

2 県営林道整備事業費 1,384,278 153,700 1,537,978 林道整備　開設４路線

3 団体営林道整備事業費 296,095 48,315 344,410 林道整備　改良３路線

4 山地治山総合対策事業費 798,660 1,407,000 2,205,660 山地の復旧・予防整備　34箇所

総　　　　　　計

令和７年度１１月補正予算(12/10提案分） 農林水産部 課別一覧表

事　　　業　　　名

総　　　　　　計

事　　　業　　　名

事　　　業　　　名

総　　　　　　計
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（４）　水産課 （単位：千円）

補正前
の額

補正額 計 備　　　　　考

4,286,180 1,537,200 5,823,380
［財源］
国 777,700　県債 759,500

1 大型魚礁設置事業費 385,060 210,000 595,060 漁場の整備　８地区

2 広域漁港整備事業費 92,100 283,500 375,600 漁港施設の耐震補強　１地区

3 離島広域漁港整備事業費 70,100 84,000 154,100 漁港施設の機能強化　１地区

4 地域水産物供給基盤整備事業費 30,100 493,500 523,600 漁港施設の整備　１地区

5 水産物供給基盤機能保全事業費 272,950 329,700 602,650
漁港施設の長寿命化対策
２地区

6
離島水産物供給基盤機能保全事
業費

0 136,500 136,500
漁港施設の長寿命化対策
１地区

（５）　沿岸漁業振興課 （単位：千円）

補正前
の額

補正額 計 備　　　　　考

3,132,242 12 3,132,254 ［財源］ 県 12

1 水産業融資対策事業費 1,138,962 12 1,138,974
漁業経営等緊急対応資金
【個別資料】

 ○債務負担行為　※議案その七　P9

　（追加分）漁業経営等緊急対応資金利子補給金

 〇地方債　※議案その七　Ｐ11

　　（変更分）　土地改良事業債　ほか　５件

事　　　業　　　名

総　　　　　　計

事　　　業　　　名

総　　　　　　計
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○繰越明許費補正

【一般会計】

11月25日
提案分

12月10日
提案分

補助決
定遅延

用地買
収遅延

資材入
手困難

関連事
業遅延

設計
変更

その他

（

初
日
）

69 2 16 3 3 45 0

（

中
日
）

98 98 0 0 0 0 0

（

初
日
）

3 0 0 0 0 3 0

（

中
日
）

19 19 0 0 0 0 0

（

初
日
）

6 0 1 0 0 5 0

（

中
日
）

11 11 0 0 0 0 0

（

初
日
）

4 0 0 0 0 4 0

（

中
日
）

0 0 0 0 0 0 0

（

初
日
）

26 2 14 1 3 6 0

（

中
日
）

53 53 0 0 0 0 0

（

初
日
）

30 0 1 2 0 27 0

（

中
日
）

15 15 0 0 0 0 0

水産課 2,670,661 1,133,461 1,537,200

林業課 115,000 115,000 0

森林整備課 2,861,497 1,134,397 1,727,100

農村整備課 2,754,000 224,900 2,529,100

農地整備課 1,275,100 561,100 714,000

農林水産部計 9,676,258 3,168,858 6,507,400

課　　名
繰越

限度額
（千円）

件数

繰　　越　　理　　由第142号議案
（初日）

第166号議案
（中日）
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小型するめいか釣り漁業のスルメイカ採捕停止命令に伴う緊急融資 

 

１．背景等 

（１）採捕量が漁獲可能量（TAC）を超過したため、10 月 31 日に発出された小型

するめいか釣り漁業に対するスルメイカの採捕停止命令は、令和８年３月

31 日（令和７管理年度の終了日）まで継続される見込み。 
 

【全国のスルメイカの漁獲可能量（TAC:27,600 トン）の状況】 

※５トン以上 30トン未満の漁船で釣りによってスルメイカの採捕を目的とした 
漁業（法令に従い、国へ届け出る必要あり）。県内は 61 名が対象。 
 

（２）相談窓口の設置 

   県において、小型するめいか釣り漁業者に対する相談窓口を設置し、融資制

度や漁業規制などの相談に対応する。 

〔設置期間：令和７年 12 月 10 日～令和８年３月 31 日〕 

２．事業内容 

（１）小型するめいか釣り漁業緊急支援資金（運転資金）を創設し、採捕停止命令 

を受けた漁業者に対し、同命令の解除までの資金繰りを支援。 

（２）資金の概要 

  限 度 額：①簿記記帳を行っている場合 

年間経営費の 5/12 又は粗収益の 5/12 に相当する額の 

いずれか低い額 

②①以外の場合 500 万円 

   償還期間：10 年以内（うち据置期間３年以内） 

   融資機関：ＪＦしまね、日本海信用金庫 

   融資利率：県の利子補給等により全期間無利子 

   取扱期間：議決日以降の日から令和８年３月 31 日申込分まで 

（３）予算額   

補正額 12 千円（利子補給） 

債務負担行為（R8～R17）3,752 千円（融資額２億円を想定） 

管理区分 管理者 
TAC 

(12/8) 

実績 

(11/13) 

超過 

数量 

沖合底びき網漁業 国 7,795 ﾄﾝ 6,224 ﾄﾝ ‐ 

大中型まき網漁業 国 786 ﾄﾝ 545 ﾄﾝ ‐ 

大臣許可いか釣り漁業 国 2,831 ﾄﾝ 1,184 ﾄﾝ ‐ 

小型するめいか釣り漁業※ 国 5,757 ﾄﾝ 7,796 ﾄﾝ 2,039 ﾄﾝ 

都道府県 各県 9,031 ﾄﾝ 6,033 ﾄﾝ - 

留保枠 国 1,400 ﾄﾝ - - 

令和７年 12 月 12 日・15 日 
農林水産商工委員会資料 
農林水産部沿岸漁業振興課 
農 林 水 産 部 水 産 課 
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2025 年農林業センサス結果の概要（概数値）について 
 

 

１ 農林業センサスについて 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 概要（島根県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

令和７年 12 月 12 日・15 日 
農林水産商工委員会資料 
農 林 水 産 部 農 林 水 産 総 務 課 

○農林業の生産構造や就業構造、農山村の実態とその変化を明らかにするために

5年ごとに農林水産省が実施する調査 

○2025 年農林業センサス 

・調査期日 令和 7年 2月 1日現在 

・調査対象 全ての農林業経営体等 

・調査事項 農業労働力、林業労働力、経営耕地面積、農産物販売金額等 

・令和 7年 11 月 28 日に概数値公表 

・令和 8年 3月末以降に確定値公表予定 

 

⤵ 農林業経営体数は引き続き減少 
・農業経営体数 4,248 経営体（▲27.8％）減少 

・林業経営対数   520 経営体（▲40.6％）減少 

 

⤵ 高齢層の離農による農業従事者の減少 
 ・基幹的農業従事者の減少数の約 9割が 65 歳以上であり、 

高齢層の離農により農業従事者の減少が進んでいる 
 

⤴ 会社法人が増加、農業のビジネス化が着実に進行 
 ・会社法人数は 189 から 227 となり、儲ける農業を目指す法人が増加 
 

⤴ 大規模経営への農地集積が加速 
・1経営体あたりの耕地面積は 1.6ha から 1.9ha、 

1 経営体あたりの借入耕地面積は 0.8ha から 1.1ha に拡大するなど 

担い手への農地集積が進んでいる 
 

⤴ 50歳未満の基幹的農業従事者数が増加 

 ・全国は減少する中、島根県では 38 人増加しており、 

新規就農者の確保・育成の取組の成果が出つつある 
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３ 調査結果の詳細（島根県の主なものを抜粋） 
  

⑴  農業経営体の状況 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

⑵  林業経営体の状況 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇農業経営体数は 11,037 経営体で、5 年前に比べ、4,248 経営体（▲27.8％）減少 
 
〇経営体の減少は全国的な傾向 

全国（▲23.0％）、中四国地区（▲24.0％）、中国地区（▲25.1％） 
 

19,920 

15,285 

11,037 

H27 R2 R7

1,377 

1,076 
828 

 島根県（経営体） 

●  全国（千経営体） 
（経営体）

法人経営体

平成27年 19,920 19,283 637 427

令和2年 15,285 14,594 691 505

令和7年 11,037 10,369 668 508

増減率(%)

R2/H27 ▲ 23.3 ▲ 24.3 8.5 18.3

R7/R2 ▲ 27.8 ▲ 29.0 ▲ 3.3 0.6

区分 農業経営体
個人経営体

団体経営体

〇林業経営体数は 520 経営体で、5 年前に比べ、355 経営体（▲40.6％）減少 
 
〇経営体の減少は全国的な傾向 

全国（▲32.8％）、中四国地区（▲43.0％）、中国地区（▲47.4％） 
 

(経営体)

平成27年 2,649 2,490 159 84

令和2年 875 787 88 50

令和7年 520 438 82 61

増減率(％)

R2/H27 ▲67.0 ▲68.4 ▲44.7 ▲40.5

R7/R2 ▲40.6 ▲44.3 ▲6.8 22.0

区分 林業経営体
個人経営体

団体経営体
法人経営体

2,649 

875

520
87

34 23

H27 R2 R7

島根県（経営体）

●  全国（千経営体） 
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⑶  農業経営体（法人化）の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〇法人化している農業経営体数は 508 経営体で、5 年前に比べ 3 経営体（0.6％） 
 増加、法人経営体の内訳では会社法人が 20.1%増加 
 
〇法人化している農業経営体数の増加は全国的な傾向 
 全国（7.9％）、中四国地区（3.4％）、中国地区（3.3％） 

427 

505 508 

H27 R2 R7

27 
31 

33 

 島根県（経営体） 

●  全国（千経営体） 

平成27年

令和2年

令和7年

増減率(%)

H2/H27

R7/R2

427

505

508

（経営体）

18.3

0.6

201

259

242

186 28 12

189 36 21

227 18 21

28.9 1.6 28.6 75.0

▲ 6.6 20.1 ▲ 50.0 0.0

農事組

合法人
会社

各種

団体

法人

経営体
区分 その他

法人
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⑷ 基幹的農業従事者数（個人経営体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （※）基幹的農業従事者：ふだん仕事として主に自営農業に従事している者   

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

R7 

H27 

R2 

(人） 

〇農業経営体のうち個人経営体の基幹的農業従事者（※）は 5 年前に比べて 4,620 人
(▲32.0%)減少 

 基幹的農業従事者の減少は全国的な傾向 
 全国（▲25.1％）、中四国地区（▲29.2％）、中国地区（▲31.1％） 
 
〇年齢別構成では、全国では 15～49 歳、50～64 歳、65 歳以上全てで減少したの

に対し、島根県では 15～49 歳の階層において 5 年前に比べ 38 人（5.8％）増加 
 

合計 15 ～ 49歳 50 ～ 64歳 65歳以上 平均年齢

H27 1,756,768 174,041 442,687 1,140,040 67.1

R2 1,363,038 147,468 266,949 948,621 67.8

R7 1,021,192 128,813 182,690 709,689 67.6

R2/H27 ▲ 22.4 ▲ 15.3 ▲ 39.7 ▲ 16.8 1.0

R7/R2 ▲ 25.1 ▲ 12.7 ▲ 31.6 ▲ 25.2 ▲ 0.3

H27 20,208 759 3,331 16,118 71.3

R2 14,438 659 1,577 12,202 72.0

R7 9,818 697 1,020 8,101 71.7

R2/H27 ▲ 28.6 ▲ 13.2 ▲ 52.7 ▲ 24.3 0.9

R7/R2 ▲ 32.0 5.8 ▲ 35.3 ▲ 33.6 ▲ 0.4

島根県

人数

区分

全国

人数

増減率

(％)

増減率

(％)
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⑸ 経営耕地面積規模別経営体数と経営耕地面積の集積状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.3%

24.4%

19.8%

42.9%

37.6%

35.1%

26.8%

37.9%

45.1%

H27

R2

R7

1ha未満 1～10ha 10ha以上

〇全国、島根県ともに 5 年前に比べ経営耕地面積は減少 
（全国▲5.7％）（島根県▲13.8％） 
 
〇10ha 以上の農業経営体が担う経営耕地面積の割合は 45.1％に増加 
 
〇1 経営体あたりの経営耕地面積は 5 年前から 0.3ha 増加し、1.９ha に拡大 

(経営体）

1ha未満 1～10ha  10ha以上

H27 741,363 583,119 52,784

R2 565,507 455,036 55,162

R7 416,511 357,522 54,372

増減率(%)

R2/H27 ▲ 23.7 ▲ 22.0 4.5

R7/R2 ▲ 26.3 ▲ 21.4 ▲ 1.4

H27 13,917 5,699 304

R2 10,678 4,242 365

R7 7,465 3,215 357

増減率(%)

R2/H27 ▲ 23.3 ▲ 25.6 20.1

R7/R2 ▲ 30.1 ▲ 24.2 ▲ 2.2

島根県

全国

区分

25,749 
23,524 

20,280 

H27 R2 R7

3,451 
3,233 

3,047 

 島根県（ha） 

●  全国（千 ha） 

0.7 0.8 0.8

0.6
0.8

1.1

H27 R2 R7

借入 

所有 

1.3 

1.6 

1.9 (ha) 
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⑹ 農産物販売金額規模別の農業経営体の状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇5 年前に比べ、全国ではすべての階層の農業経営体数が減少、島根県は 1,000 万 
円以上は増加し、その他の階層は全て減少 
 

〇島根県の 5 年前に比べた農産物販売金額 1,000 万円以上の農業経営体数の増加率
は 0.6％で、全国の▲1.7％より 2.3 ポイント高い 

 

596 

652 656 

H27 R2 R7

126 127 125 

 島根県（経営体） 

●  全国（千経営体） 

(経営体）

50万円

未満

50～300

万円

 300～500

万円

 500～1,000

万円

 1,000万円

以上

H27 602,391 466,691 85,221 97,416 125,547

R2 384,617 388,662 83,413 91,764 127,249

R7 254,840 301,447 69,166 77,908 125,044

増減率(%)

R2/H27 ▲ 36.2 ▲ 16.7 ▲ 2.1 ▲ 5.8 1.4

R7/R2 ▲ 33.7 ▲ 22.4 ▲ 17.1 ▲ 15.1 ▲ 1.7

H27 12,410 5,764 600 550 596

R2 8,140 5,313 578 602 652

R7 5,214 4,165 490 512 656

増減率(%)

R2/H27 ▲ 34.4 ▲ 7.8 ▲ 3.7 9.5 9.4

R7/R2 ▲ 35.9 ▲ 21.6 ▲ 15.2 ▲ 15.0 0.6

区分

全国

島根県
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令和７年産「神紅」の生産・販売状況について 

１．これまでの経緯 

・平成２９年度に農業技術センターで作出され「神紅」と命名。同年度から県内２１名の農家

（１.４ｈａ）で試験栽培を開始 

・令和２年に２.７ｔを初収穫。販売額は８５０万円 

・令和２年度から邑南町で産地創生事業などにより神紅の産地化がスタート。これまで、新規就

農者１５人が入植（３.９ｈａ） 

・高単価での取引を背景に、今後、邑南町、出雲市の他、松江市・雲南市・大田市・浜田市・益

田市の５地域で産地化を計画。全県での生産拡大を見込む（令和１０年目標：１２ｈａ） 

２．生産・販売実績（産地支援課調べ） 

項目/年 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ10(目標) 

面 積(ha) 2.8 4.0 5.1 6.6 7.9 12.0 

販売量(t) 4.0 7.8 9.7 15.0 26.8 50.9 

販売額(万円) 1,601 3,774 4,156 6,876 12,598 20,000以上 

注）販売量･販売金額は、ＪＡ共販＋個別販売の生食用のみ 

＜令和７年の販売実績＞ 

項目/区分 ＪＡ共販 個別販売 計 

販売量(t) 18.4 8.4 26.8 

販売額(万円) 8,389 4,209 12,598 

単価(円/kg) 4,561 5,001 4,699 

注）生食用のみ 

＜主な販売先＞ 

ＪＡ共販：大阪中青、出雲大同、福岡大同 など 

個別販売：地元産直市（邑南の里など）、ネット販売 など 

３．今後の課題 

・生産面では、着色、糖度不足、渋み果の発生が大きな課題であったが、農業技術センターの技

術を現地へ普及すること等により着色、糖度不足は改善。今後は、渋み果の解決が課題 

・販売面では、高規格品の生産割合向上、首都圏や関西圏での販路の拡大や認知度向上が課題 

・邑南町の事例を手本に、全県的に生産が拡大し始めている（松江市など５地域で産地ビジョン

を作成中）ことから、新たな生産者に対し、より一層、普及員や研究員の栽培暦に基づく技術

指導を徹底し、高品質ぶどう生産の技術定着を図る必要がある 

令和７年12月12日・15日 

農林水産商工委員会資料 

農林水産部産地支援課 
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畜産農家臨時経営支援事業の期間延長について 
 

１ 目的 

   令和７年度第３四半期まで予算措置していた配合飼料価格高騰に対す

る補てん金について、当初の想定を超えて円安が進行しており、現状の為

替相場が続けば畜産経営への影響が更に長引く懸念があるため、事業期間

を延長し、経営の維持・改善に取り組む畜産農家への支援を継続する。  

 

２ 事業内容 

（１）配合飼料価格激変緩和支援 

   配合飼料の実質農家負担額が７万円（令和５年実質農家負担額相当）に

なるよう、配合飼料の利用量に応じて補てん金を交付する。 

① 対象者  

   次のア、イの条件を満たす酪農、和牛繁殖、養鶏農家 

   ア）令和８年度も経営を継続する予定の農家 

   イ）配合飼料（自家配合を含む）を 500kg／月以上利用する農家で、耕

畜連携に取り組む農家 

  ② 補助率 

   ・ 定額（配合飼料価格と７万円との差額を交付単価とする） 

  ③ 事業委託先  ＪＡしまね 

 

３ 事業算定対象期間 

   令和７年４月～令和８年３月 （当初：令和７年４月～12 月） 

※ 令和７年度第４四半期分を追加措置 

    

４ 予算額 

   令和７年度当初予算 497,013 千円（一般財源）内で対応 

※ 令和７年度執行見込み  

      第１四半期  62,518,600 円：交付済み 

      第２四半期  （発動なし） 

      第３四半期   43,520,300 円：発動見込み 

      第４四半期  80,342,400 円：想定 

令和７年 12 月 12 日・15 日 

農 林 水 産 商 工 委 員 会 資 料 

農 林 水 産 部 畜 産 課 
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ツキノワグマ対策について 

１．クマの出没等の状況 
 
 ⑴ 全国の状況                    ⑵ 県内の状況 

          
※1 北海道は未公表のため含まず 

※2  12月に1件発生（1人） 

２．今年度の対策実施状況 

 ⑴ 市町の緊急銃猟体制構築の支援 

① 対応研修の実施 

・10/16（木）益田市会場［国主催］、11/20（木）雲南市会場［県主催］ 

    【内容】ツキノワグマ市街地出没を想定し、関係者（市町、県、警察、捕獲者）が、

緊急銃猟の役割分担や対応手順等について確認 
 

② 緊急銃猟対応マニュアルの策定状況 

・美郷町（11月）、飯南町（12月）において策定 
  

 ⑵ 放任果樹等の誘引物の除去 

・益田市内、吉賀町内で実施予定 （Ｒ６：雲南市内、浜田市内で実施） 

 

 
３．「クマ被害対策パッケージ」への今後の対応 

今後示される国の制度、予算の詳細を注視し、以下の項目について実施・検討 

⑴ 捕獲対策 

① 緊急的な捕獲 

・緊急銃猟制度の理解を促進し、市町の緊急銃猟対応マニュアルの策定を支援 

② 捕獲者の確保・育成 

  ・自治体における専門人材や、事業者・捕獲技術者の確保・育成方法の検討 
 
 ⑵ 出没防止対策 

・放任果樹等の誘因物の除去や、電気柵の設置等の実施個所を市町と連携し、増加、拡大 
    
⑶ 被害防止対策 

・注意喚起の継続と、ＩＣＴ等を活用した出没情報の提供の検討
 

  ⑷ 個体数管理 

・山口、広島と３県合同で西中国地域個体群の生息状況を調査（年度内とりまとめ予定） 

・調査結果を踏まえ、国から今後示されるガイドラインに沿い、次期「第２種特定鳥獣（ツ

キノワグマ）管理計画」（Ｒ９～Ｒ13）における個体数調整の方向性を３県で検討 

年度 目撃件数 捕獲頭数 
Ｒ２ 1,362  353  
Ｒ３ 778  221  
Ｒ４ 581  99  
Ｒ５ 964  135  
Ｒ６ 1,561  346 
Ｒ７※ 789  75 

 (Ｒ６※)  (1,494) (330)  

 出没件数 
(4～10月) 

人身被害者数 
(4～11月) 

死亡者数 
(4～11月) 

全国 36,814 ※1 230  13  

島根県 676  0 ※2 0  

令和７ 年 12 月 12 日・ 15 日 

農 林 水 産 商 工 委 員 会 資 料 

農林水産部農山漁村振興課鳥獣対策室 

※11月末時点 
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